
令 和 ４ 年 １ 月 ３ １ 日 招 集 

第２回天草市議会（定例会）議案書 

天 草 市 



令和４年第２回天草市議会（定例会）議案 

議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第３号 
天草市個人情報保護条例の一部を改正

する条例の制定について 

令和４年 

１月３１日 

議第４号 
天草市固定資産評価審査委員会条例等

の一部を改正する条例の制定について 
〃   

議第５号 
天草市営駐車場条例の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第６号 
天草市体育館条例等の一部を改正する

条例の制定について 
〃   

議第７号 

天草市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 

〃   

議第８号 

天草市家庭的保育事業等の設備及び運

営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

〃   

議第９号 
天草市河浦生活支援ハウス条例の一部

を改正する条例の制定について 
〃   

議第１０号 
天草市立学校給食センター条例の一部

を改正する条例の制定について 
〃   

議第１１号 

天草市水道事業及び下水道事業の設置

等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

〃   

議第１２号 

熊本県市町村総合事務組合の共同処理

する事務の変更及び規約の一部変更に

ついて 

〃   

議第１３号 工事請負契約の変更について 〃   

議第１４号 
指定管理者の指定について（本渡南地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第１５号 
指定管理者の指定について（本渡北地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第１６号 
指定管理者の指定について（亀場地区コ

ミュニティセンター） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第１７号 
指定管理者の指定について（枦宇土地区

コミュニティセンター） 

令和４年 

１月３１日 

議第１８号 
指定管理者の指定について（志柿地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第１９号 
指定管理者の指定について（志柿町瀬戸

地区コミュニティセンター） 
〃   

議第２０号 
指定管理者の指定について（下浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２１号 
指定管理者の指定について（楠浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２２号 
指定管理者の指定について（本町地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２３号 
指定管理者の指定について（佐伊津地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第２４号 
指定管理者の指定について（宮地岳地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第２５号 
指定管理者の指定について（牛深地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２６号 
指定管理者の指定について（久玉地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２７号 
指定管理者の指定について（魚貫地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２８号 
指定管理者の指定について（深海地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第２９号 
指定管理者の指定について（二浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３０号 
指定管理者の指定について（楠甫地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３１号 
指定管理者の指定について（大浦地区コ

ミュニティセンター） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第３２号 
指定管理者の指定について（須子地区コ

ミュニティセンター） 

令和４年 

１月３１日 

議第３３号 
指定管理者の指定について（赤崎地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３４号 
指定管理者の指定について（上津浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第３５号 
指定管理者の指定について（下津浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第３６号 
指定管理者の指定について（島子地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第３７号 
指定管理者の指定について（御所浦地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第３８号 
指定管理者の指定について（御所浦南地

区コミュニティセンター） 
〃   

議第３９号 
指定管理者の指定について（牧島地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４０号 
指定管理者の指定について（御所浦北地

区コミュニティセンター） 
〃   

議第４１号 
指定管理者の指定について（嵐口地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４２号 
指定管理者の指定について（浦地区コミ

ュニティセンター） 
〃   

議第４３号 
指定管理者の指定について（棚底地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４４号 
指定管理者の指定について（宮田地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４５号 
指定管理者の指定について（栖本地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第４６号 
指定管理者の指定について（小宮地地区

コミュニティセンター） 
〃   

- 4 -



議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第４７号 
指定管理者の指定について（宮南地区コ

ミュニティセンター） 

令和４年 

１月３１日 

議第４８号 
指定管理者の指定について（大宮地地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第４９号 
指定管理者の指定について（大多尾地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第５０号 
指定管理者の指定について（中田地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５１号 
指定管理者の指定について（碇石地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５２号 
指定管理者の指定について（御領地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５３号 
指定管理者の指定について（鬼池地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５４号 
指定管理者の指定について（二江地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５５号 
指定管理者の指定について（手野地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第５６号 
指定管理者の指定について（城河原地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第５７号 
指定管理者の指定について（福連木地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第５８号 
指定管理者の指定について（下田北地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第５９号 
指定管理者の指定について（下田南地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第６０号 
指定管理者の指定について（高浜地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第６１号 
指定管理者の指定について（大江地区コ

ミュニティセンター） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第６２号 
指定管理者の指定について（新合地区コ

ミュニティセンター） 

令和４年 

１月３１日 

議第６３号 
指定管理者の指定について（一町田地区

コミュニティセンター） 
〃   

議第６４号 
指定管理者の指定について（富津地区コ

ミュニティセンター） 
〃   

議第６５号 
指定管理者の指定について（宮野河内地

区コミュニティセンター） 
〃   

議第６６号 
指定管理者の指定について（天草市総合

交流施設愛夢里） 
〃   

議第６７号 
指定管理者の指定について（天草市牛深

温泉センター） 
〃   

議第６８号 
指定管理者の指定について（うしぶか海

彩館） 
〃   

議第６９号 
指定管理者の指定について（宿泊施設や

すらぎ荘） 
〃   

議第７０号 
指定管理者の指定について（リップルラ

ンド公園） 
〃   

議第７１号 
指定管理者の指定について（河浦海上コ

テージ） 
〃   

議第７２号 
公有水面埋立免許に関する意見を述べ

ることについて 
〃   

議第７３号 市道路線の認定について 〃   

議第７４号 
令和３年度天草市一般会計補正予算（第

１４号） 
〃   

議第７５号 
令和３年度天草市一般会計補正予算（第

１５号） 
〃   

議第７６号 
令和３年度天草市国民健康保険特別会

計補正予算（第２号） 
〃   
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議案番号 件          名 提出年月日 議決年月日 議決の結果 

議第７７号 令和４年度天草市一般会計予算 
令和４年 

１月３１日 

議第７８号 
令和４年度天草市国民健康保険特別会

計予算 
〃   

議第７９号 
令和４年度天草市介護保険特別会計予

算 
〃   

議第８０号 
令和４年度天草市後期高齢者医療特別

会計予算 
〃   

議第８１号 
令和４年度天草市浄化槽市町村整備推

進事業特別会計予算 
〃   

議第８２号 
令和４年度天草市国民健康保険診療施

設特別会計予算 
〃   

議第８３号 
令和４年度天草市斎場事業特別会計予

算 
〃   

議第８４号 
令和４年度天草市一町田財産区特別会

計予算 
〃   

議第８５号 
令和４年度天草市新合財産区特別会計

予算 
〃   

議第８６号 令和４年度天草市病院事業会計予算 〃   

議第８７号 令和４年度天草市水道事業会計予算 〃   

議第８８号 令和４年度天草市下水道事業会計予算 〃   
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議第３号 

   天草市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

天草市個人情報保護条例（平成１８年天草市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２号ア中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

８号）第２条第３項」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第

２項」に改める。 

 第３６条第１項第１号中「第５２条第１項」を「第５２条」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）の

施行に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第４号 

   天草市固定資産評価審査委員会条例等の一部を改正する条例の制定について 

 天草市固定資産評価審査委員会条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治 

天草市固定資産評価審査委員会条例等の一部を改正する条例 

（天草市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第１条 天草市固定資産評価審査委員会条例（平成１８年天草市条例第２７号）の一部を次の

ように改める。 

第４条中第４項を削り、第５項を第４項とし、第６項を第５項とする。 

  第７条第３項中「記載し、意見を聴いた委員及び調書を作成した書記がこれに署名押印し

なければ」を「記載しなければ」に改め、同項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１

号を加える。 

 意見を聞いた委員及び調書を作成した書記の氏名 

  第８条第５項中「記載し、提出者がこれに署名押印しなければ」を「記載しなければ」に

改め、同条第８項中「記載し、審理を行った委員及び調書を作成した書記が、これに署名押

印しなければ」を「記載しなければ」に改め、同項中第５号を第６号とし、第４号の次に次

の１号を加える。 

 審理を行った委員及び調書を作成した書記の氏名 

  第９条第２項中「記載し、調査を行った委員及び調書を作成した書記が、これに署名押印

しなければ」を「記載しなければ」に改め、同項中第４号を第５号とし、第３号の次に次の

１号を加える。 

 調査を行った委員及び調書を作成した書記の氏名 

  第１０条第２項中「記載し、議事に関与した委員及び調書を作成した書記が、これに署名

押印しなければ」を「記載しなければ」に改め、同項中第４号を第５号とし、第３号の次に
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次の１号を加える。 

 議事に関与した委員及び調書を作成した書記の氏名 

（天草市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正） 

第２条 天草市職員の服務の宣誓に関する条例（平成１８年天草市条例第３３号）の一部を次

のように改める。 

  第２条第１項中「、任命権者又は任命権者の定める上級の公務員の面前において」を削り、

「に署名して」を「を提出して」に改める。 

  別記様式中「 」を削る。

（天草市予防接種健康被害調査委員会条例の一部改正） 

第３条 天草市予防接種健康被害調査委員会条例（平成１８年天草市条例第１５１号）の一部

を次のように改める。 

  第８条第２項を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 行政手続における押印等の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第５号 

   天草市営駐車場条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市営駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

 天草市長 馬場 昭治   

   天草市営駐車場条例の一部を改正する条例 

天草市営駐車場条例（平成１８年天草市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の表天草市営崎町駐車場の項を削る。 

 別表を次のように改める。 

別表（第５条関係）  

区分 普通自動車 軽自動車 

月極料金 4,500円 3,500円

 （備考） 月の中途から利用する場合も、１月として計算する。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

 天草市営崎町駐車場の廃止に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第６号 

   天草市体育館条例等の一部を改正する条例の制定について 

 天草市体育館条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市体育館条例等の一部を改正する条例 

（天草市体育館条例の一部改正） 

第１条 天草市体育館条例（平成１８年天草市条例第１０１号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１天草市富津体育館の項を削る。 

      「 天草市新合体育館  

        天草市富津体育館 」 

（天草市運動広場条例の一部改正） 

第２条 天草市運動広場条例（平成１８年天草市条例第１０４号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表第１天草市宮南運動広場の項を削る。 

  別表第３天草市天附グラウンド夜間照明施設の項及び天草市河浦さざんか公園運動広場夜

間照明施設の項を削る。 

 （天草市地域交流施設条例の一部改正） 

第３条 天草市地域交流施設条例（平成１８年天草市条例第１１２号）の一部を次のように改

正する。 

  第２条の表天草市今田地域交流施設の項を削る。 

  別表天草市今田地域交流施設の項を削る。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

別表第２中 を「 天草市新合体育館 」に改める。 
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（提案理由） 

社会体育施設の見直し等に伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第７号 

   天草市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 天草市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例 

天草市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例（平成２６年

天草市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

        「 第３ 

                                       第４章 

節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条） 

雑則（第５３条）                    」 

 第５条第２項から第６項までを削る。 

 第３８条第２項を削る。 

 第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同条第４項中「特

定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難であ

ると認める」を「次のいずれかに該当する」に、「同号」を「第１項第３号」に改め、同項に

次の各号を加える。 

 市長が、児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定による調整を行うに当たって、特定地域型保育事業者によ

る特定地域型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置

その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して、当該満３歳

未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教

目次中「第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条）」を 

に改める。 
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育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

 第４２条第５項中「前項」の次に「（第２号に係る部分に限る。）」を加え、「、次に」を

「次に」に、「行う者」を「行う施設」に改める。 

 本則に次の１章を加える。 

   第４章 雑則 

 （電磁的記録等） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）により行うことが規定されているものについては、当該書

面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出については、当該

書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代えて、

第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護者又は施設等利用給付認定保護者（

以下この条において「教育・保育給付認定保護者等」という。）の承諾を得て、当該書面等

に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定

教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者等の使用に係る電 

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。） 

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この

条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、当

該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

 ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護者等の使用

に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに記録する方法 

 イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記
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載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者等の閲覧に供し、教育・保育

給付認定保護者等の使用に係る電子計算機に備えられた当該教育・保育給付認定保護者

等のファイルに当該記載事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾

又は受けない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事項を記録したものを交

付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者等がファイルへの記録を出力するこ

とによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとするときは、あら

かじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者等に対し、その用いる次に掲げ 

る電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

 ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給付認定保護者等 

から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、 

当該教育・保育給付認定保護者等に対し、第２項に規定する記載事項の提供を電磁的方法に

よってしてはならない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者等が再び前項の規定による

承諾をした場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得について準

用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあり、及び「書面等に記

載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）」とあるのは「書面等による同

意」と、「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４項」と、「提供する」とある 

のは「得る」と、「書面等を交付し、又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」 

と、「記載事項を」とあるのは「同意に関する事項を」と、「提供を受ける」とあるのは「 

同意を行う」と、「受けない」とあるのは「行わない」と、「交付する」とあるのは「得る」 

と、第３項中「前項各号」とあるのは「第６項において準用する前項各号」と、第４項中「

第２項」とあるのは「第６項において準用する第２項」と、「記載事項を提供しよう」とあ 

るのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と、 
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同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項において準用する第２項各号」と、前項中

「前項」とあるのは「次項において準用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同

意を行わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例の規定によ

る書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正を踏まえ、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第８号 

   天草市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 天草市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

天草市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年天草市条例第２４

号）の一部を次のように改正する。 

「第５章 事業所内保育事 

                               第６章 雑則（第４９条 

業（第４２条―第４８条） 

）           」 

 第６条第１項本文中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第３号中「以下この号」の次

に「及び第４項第１号」を加え、同条第４項中「家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲

げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める」を「次のいずれかに該当する」

に、「同号」を「第１項第３号」に改め、同項に次の各号を加える。 

 市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業者等に

よる保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続

き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が、著しく

困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

 第６条第５項中「前項」の次に「（第２号に係る部分に限る。）」を加え、「、次に」を「

次に」に、「行う者」を「行う施設」に改める。 

目次中「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条）」を 

に改める。 

- 18 -



 第３７条第４号中「場合」の次に「又は保護者の疾病、疲労その他の身体上、精神上若しく

は環境上の理由により家庭において乳幼児を養育することが困難な場合」を加える。 

 本則に次の１章を加える。 

   第６章 雑則 

 （電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、 

この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物を

いう。以下同じ。）で行うことが規定されているものについては、当該書面等に代えて、当

該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。）により行うことができる。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部

改正を踏まえ、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第９号 

   天草市河浦生活支援ハウス条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市河浦生活支援ハウス条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市河浦生活支援ハウス条例の一部を改正する条例 

天草市河浦生活支援ハウス条例（平成１８年天草市条例第１４１号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条を次のように改める。 

 （設置） 

第１条 高齢者に対する介護支援機能、居住機能及び交流機能の総合的な提供並びに災害等の 

緊急時において援護が必要な市民に対する居住機能の一時的な提供を行うための施設として、

生活支援ハウスを設置する。 

 第４条を次のように改める。 

 （利用の範囲） 

第４条 生活支援ハウスを利用することのできる者は、次のとおりとする。 

 本市に住所を有するおおむね６０歳以上の者のうち、一人暮らしの者、夫婦のみの世帯

に属する者又は家族による援助を受けることが困難な者であって、身体が虚弱又は住宅環

境、高齢等のため独立して生活することに不安のあるもの 

 前号に揚げる者のほか、市長が特に必要があると認める者 

 第６条第１号中「老人福祉」を「第１条の規定」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（提案理由） 
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 河浦生活支援ハウスに係る利用の範囲の見直しに伴い、条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１０号 

   天草市立学校給食センター条例の一部を改正する条例の制定について 

 天草市立学校給食センター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市立学校給食センター条例の一部を改正する条例 

天草市立学校給食センター条例（平成１８年天草市条例第９２号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条の表天草市立本渡学校給食センターの項中「天草市亀場町亀川９９番地」を「天草市

東町７番地４１」に改め、同表天草市立新和学校給食センターの項を削る。 

附 則 

 この条例は、令和４年８月１日から施行する。 

（提案理由） 

 天草市立本渡学校給食センターの移転及び天草市立新和学校給食センターとの統合に伴い、

条例を改正する必要がある。 

 これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１１号 

   天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

         天草市長 馬場 昭治   

   天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

天草市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１８年天草市条例第２５６号）

の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項第２号及び第３号を次のように改める。 

 給水人口は、７３，９５４人とする。 

 １日最大給水量は、３３，２３６立方メートルとする。 

 第３条第４項第１号中「市の区域内」を「天草町下田地区、天草町高浜地区及び河浦町一町

田地区」に改め、同項第２号及び第３号を次のように改める。 

 排水人口は、２，０００人とする。 

 １日最大処理能力は、２，１００立方メートルとする。 

 第３条第５項第１号中「市の区域内」を「倉岳町棚底地区及び倉岳町浦地区」に改め、同項

第２号及び第３号を次のように改める。 

 排水人口は、２，５００人とする。 

 １日最大処理能力は、８８１立方メートルとする。 

 第３条第６項第１号中「市の区域内」を「御所浦町本郷地区、倉岳町宮田地区、五和町通詞

島地区、河浦町﨑津地区、河浦町宮野河内地区及び佐伊津地区」に改め、同項第２号及び第３

号を次のように改める。 

 排水人口は、１０，３８３人とする。 

 １日最大処理能力は、３，３２５立方メートルとする。 

- 23 -



 第７条中「１００万円以上」を「３００万円以上」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（提案理由） 

天草市水道事業計画及び天草市下水道事業計画の見直し等に伴い、条例を改正する必要があ

る。 

これが、この条例を提出する理由である。 
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議第１２号

   熊本県市町村総合事務組合の共同処理する事務の変更及び規約の一部変更について

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令和４年６月３０

日限りで、熊本県市町村総合事務組合の共同処理する事務を変更し、熊本県市町村総合事務組

合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６号）の一部を次のとおり変更する。

令和４年１月３１日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

   熊本県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約

 熊本県市町村総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６号）の一部

を次のように変更する。

 別表第２第３条第１０号に関する事務の項中「、宇城市」を削る。

   附 則

（施行期日）

１ この規約は、令和４年７月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の熊本県市町村総合事務組合規約別表第２の規定は、この規約の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に発生した交通事故により災害を受けた者に係る交通災害見舞金

に関する事務の共同処理について適用し、施行日前に発生した交通事故により災害を受けた

者に係る交通災害見舞金に関する事務の共同処理については、なお従前の例による。

 （提案理由）

 一部事務組合の共同処理する事務を変更し、規約を変更しようとするときは、地方自治法第

２９０条の規定により議会の議決を経る必要がある。

 これが、この議案を提出する理由である。
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議第１３号 

   工事請負契約の変更について 

令和３年８月５日議決された議第１２３号「工事請負契約の変更について」の一部を次のよ

うに変更するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

                           天草市長 馬場 昭治 

 「契約の金額 ５７２，８３８，１５２円」を「契約の金額 ５７８，８２２，９４７円」

とする。 

（提案理由） 

 （都）今釜本渡港線橋梁（Ａ１橋台・Ｐ１橋脚）工事請負契約において、設計図書の変更等

に伴い契約金額を増額する必要が生じたため、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

本渡南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市港町１３番５号 

本渡南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。
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議第１５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

本渡北地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市今釜町１０番４３号 

本渡北地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

亀場地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市亀場町亀川１６９８番地 

亀場地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

枦宇土地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市枦宇土町１７１１番地 

枦宇土地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

志柿地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市志柿町３３９０番地１０ 

志柿地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第１９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

志柿町瀬戸地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市志柿町３３９０番地１０ 

志柿地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市下浦町１２８２番地 

下浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

楠浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市楠浦町２３６６番地 

楠浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

本町地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市本町本８３２番地 

本町地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

佐伊津地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市佐伊津町２２５８番地 

佐伊津地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮地岳地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市宮地岳町５６１６番地２ 

宮地岳地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

牛深地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市牛深町１２２番地２ 

牛深地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

久玉地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市久玉町１４１２番地１２ 

久玉地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

魚貫地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市魚貫町５５３６番地１ 

魚貫地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

深海地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市深海町１８４２番地４２ 

深海地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第２９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

二浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市二浦町亀浦１０３５番地１１ 

二浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

楠甫地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町楠甫４６２９番地７ 

楠甫地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町大浦１７２３番地１ 

大浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

須子地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町須子２０８２番地３ 

須子地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 

- 45 -



議第３３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

赤崎地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町赤崎１８０１番地１ 

赤崎地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

上津浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町上津浦３７０６番地４ 

上津浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下津浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町下津浦２５０５番地２ 

下津浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

島子地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市有明町大島子２５５０番地１ 

島子地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦４３１０番地７ 

御所浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦６１９６番地２ 

御所浦南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第３９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

牧島地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町牧島６２５番地７ 

牧島地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御所浦北地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町横浦３８３番地６ 

御所浦北地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

嵐口地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市御所浦町御所浦２８９５番地１４ 

嵐口地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 

- 54 -



議第４２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

浦地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市倉岳町浦３０８９番地１ 

浦地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

棚底地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市倉岳町棚底１７８６番地４ 

棚底地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮田地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市倉岳町宮田１３２７番地１ 

宮田地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

栖本地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市栖本町河内４４１４番地１ 

栖本地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

小宮地地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町小宮地６６９番地１ 

小宮地地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町小宮地１０８２１番地１ 

宮南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大宮地地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町大宮地４２７５番地１ 

大宮地地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第４９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大多尾地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町大多尾２８５２番地１ 

大多尾地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

中田地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町中田２２７０番地５ 

中田地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

碇石地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市新和町碇石９５９番地１ 

碇石地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

御領地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町御領１２１５３番地 

御領まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

鬼池地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町鬼池１１８４番地 

鬼池まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

二江地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町二江３０６６番地 

二江まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

手野地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町手野一丁目３７６８番地３ 

手野まちづくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５６号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

城河原地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市五和町城河原一丁目１７番地１ 

城河原地域づくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５７号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

福連木地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町福連木３６４５番地２ 

福連木里づくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５８号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下田北地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町下田北５３４番地１ 

下田北地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第５９号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

下田南地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町下田南３０４０番地１ 

下田南地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６０号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

高浜地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町高浜南５０１番地１ 

高浜地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６１号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

大江地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市天草町大江７４８０番地５ 

大江地域づくり振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 

- 74 -



議第６２号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

新合地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町新合２００８番地４ 

新合地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６３号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

一町田地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町河浦５２２３番地 

一町田地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６４号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

富津地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町﨑津１１１７番地２ 

富津地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６５号 

指定管理者の指定について 

天草市地区コミュニティセンター条例（平成１８年天草市条例第２１号）第１７条第１項の

規定に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

宮野河内地区コミュニティセンター 

２ 指定管理者となる団体 

天草市河浦町宮野河内３３７番地６ 

宮野河内地区振興会 

３ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

（提案理由） 

指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６６号 

   指定管理者の指定について 

 天草市総合交流施設愛夢里条例（平成１８年天草市条例第２１５号）第１６条第１項の規定

に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  天草市総合交流施設愛夢里 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市河浦町河浦４７４７番地１ 

  有限会社愛夢里 

３ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６７号 

   指定管理者の指定について 

 天草市牛深温泉センター条例（平成１８年天草市条例第２２１号）第１５条第１項の規定に

基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  天草市牛深温泉センター 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市牛深町２２８６番地１１６ 

株式会社うしぶか 

３ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６８号 

   指定管理者の指定について 

 天草市うしぶか海彩館条例（平成１８年天草市条例第２２２号）第１６条第１項の規定に基

づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  うしぶか海彩館 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市牛深町２２８６番地１１６ 

株式会社うしぶか 

３ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第６９号 

   指定管理者の指定について 

 天草市宿泊施設やすらぎ荘条例（平成１８年天草市条例第２２３号）第１５条第１項の規定

に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  宿泊施設やすらぎ荘 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市牛深町２２８６番地１１６ 

株式会社うしぶか 

３ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７０号 

   指定管理者の指定について 

 天草市リップルランド公園条例（平成１８年天草市条例第２２４号）第１５条第１項の規定

に基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  リップルランド公園 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市有明町上津浦１９５５番地 

天草ありあけ株式会社 

３ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７１号 

   指定管理者の指定について 

 天草市河浦海上コテージ条例（平成１８年天草市条例第２２７号）第１６条第１項の規定に

基づく指定管理者を次のとおり指定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  河浦海上コテージ 

２ 指定管理者となる団体 

  天草市河浦町河浦４７４７番地１ 

有限会社愛夢里 

３ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 （提案理由） 

 指定管理者の指定をしようとするときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７２号 

公有水面埋立免許に関する意見を述べることについて 

公有水面埋立免許に関しては、免許権者（熊本県知事）に対し、次のとおり意見を述べるも

のとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

１ 出願者の住所及び氏名 

  熊本県天草市東浜町８番１号 道路管理者  天草市 

２ 埋立位置及び埋立区域 

 埋立位置 

     天草市今釜新町１０１番及び１０１番２地先公有水面 

 埋立区域 

     次の①の地点から⑮の地点を順次に直線で結んだ線及び①の地点と⑮の地点を結ん

だ線により囲まれた区域並びに、⑯の地点から の地点を順次に直線で結んだ線及び

⑯の地点と の地点を結んだ線により囲まれた区域。

①の地点 基点 ３級基準点（北緯３２度２７分２６．５６２７秒、東経１３０度

１１分４９．９８８５秒の地点）から２９６度３１分４３秒１９９．２８ｍの地点 

②の地点 ①の地点から  ３２５度０８分０８秒  ９．８９ｍの地点 

③の地点 ②の地点から  ３２５度０８分０８秒  ６．２６ｍの地点 

④の地点 ③の地点から  ３２５度０６分３１秒  ３．１７ｍの地点 

⑤の地点 ④の地点から  ３２８度３７分５８秒 ２１．６５ｍの地点 

⑥の地点 ⑤の地点から  ３３０度５４分３３秒 １４．２４ｍの地点 

⑦の地点 ⑥の地点から  ３２３度３２分３２秒 ２２．１１ｍの地点 

⑧の地点 ⑦の地点から  ３２４度３０分１７秒  ４．９２ｍの地点 

⑨の地点 ⑧の地点から  ２４０度２９分５４秒  ０．２５ｍの地点 

⑩の地点 ⑨の地点から  ３２２度３７分１０秒  ８．４５ｍの地点 
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⑪の地点 ⑩の地点から  ２４１度５６分１２秒  ４．１８ｍの地点 

⑫の地点 ⑪の地点から  １４１度５５分５３秒 １５．６１ｍの地点 

⑬の地点 ⑫の地点から  １４４度２０分４１秒 ２４．７９ｍの地点 

⑭の地点 ⑬の地点から  １４４度０２分１９秒 ２０．１４ｍの地点 

⑮の地点 ⑭の地点から  １４３度２６分１１秒 １９．８７ｍの地点 

⑯の地点 基点 ３級基準点（北緯３２度２７分２６．５６２７秒、東経１３０度

１１分４９．９８８５秒の地点）から２８８度４９分２１秒１２７．００ｍの地点 

⑰の地点 ⑯の地点から  ２９６度３３分５４秒  ３．１２ｍの地点 

⑱の地点 ⑰の地点から   ５５度３１分５７秒  ０．５１ｍの地点 

⑲の地点 ⑱の地点から  ３０２度３１分３８秒 １２．１３ｍの地点 

⑳の地点 ⑲の地点から  ３０４度１４分５４秒  ７．０３ｍの地点 

 の地点 ⑳の地点から  ２７２度４３分０４秒  ３．８６ｍの地点 

 の地点  の地点から  ３０８度５３分５３秒  ５．４５ｍの地点 

 の地点  の地点から  ２４５度０３分４９秒  ０．３１ｍの地点 

 の地点  の地点から  ３２２度２２分０３秒  ７．１６ｍの地点 

 の地点  の地点から  ３１４度０４分２４秒 １８．９９ｍの地点 

 の地点  の地点から  ３１４度０４分２４秒 １５．５１ｍの地点 

 の地点  の地点から  １４２度１０分５９秒 ２６．０６ｍの地点 

 の地点  の地点から  １４３度０４分３２秒 ２０．１２ｍの地点 

 の地点  の地点から  １４４度４１分０５秒 １６．３４ｍの地点 

 の地点  の地点から  １４１度１７分３８秒  ６．１７ｍの地点 

 の地点  の地点から   ５６度５２分２８秒  ２．７３ｍの地点 

 の地点  の地点から  ３２０度３５分５０秒  ５．６３ｍの地点 

 の地点  の地点から   ５５度４１分２４秒 １０．５５ｍの地点 

 の地点  の地点から  １４０度３７分４３秒  ５．８５ｍの地点 

３ 埋立地の用途 

道路敷 ６２７．１７平方メートル 

４ 埋立地の面積 
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  ６２７．１７平方メートル 

意見 この埋め立て計画は、機能的な幹線道路ネットワークの形成、生活の利便性、快適性の

向上、安全な歩行空間の創出による良好な都市環境の構築推進のため必要となることから、公

有水面埋立免許をされることについては、何ら異議ありません。 

 （提案理由） 

 埋立免許権者に対して公有水面埋立免許に関する意見を述べようとするときは、公有水面埋

立法（大正１０年法律第５７号）第３条第４項の規定により議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７３号 

市道路線の認定について 

 市道の路線を次のように認定するものとする。 

  令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治  

路線番号 路 線 名 起  点 終  点
総延長

ｍ

道路敷

幅員ｍ

３３４３ 尾串鳴川線

天草市倉岳町棚底字

尾串３８６０番１地

先

天草市倉岳町棚底字

鳴川３７５４番１４

６地先

2,082.0
5.6～

35.7 

 （提案理由） 

 市道の路線を認定するには、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定

により、議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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議第７４号 

令和３年度天草市一般会計補正予算（第１４号） 

令和３年度天草市の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 149,619 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 60,708,994 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
8
9
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

15 国庫支出金 11,348,137 149,619 11,497,756

2 国庫補助金 4,755,190 149,619 4,904,809

49,211,238 49,211,238

60,559,375 149,619 60,708,994

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

3 民生費 20,223,842 77,973 20,301,815

3 児童福祉費 7,705,096 77,973 7,783,069

6 商工費 2,252,742 71,646 2,324,388

1 商工費 2,252,742 71,646 2,324,388

38,082,791 38,082,791

60,559,375 149,619 60,708,994

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
9
0
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

事　　　業　　　名 金　額

　 3　民生費 　 3　児童福祉費 保育士等処遇改善臨時特例事業 62,567

　 6　商工費 　 1　商工費 天草宝島商品券利用促進事業 71,646

款 項

-
 
9
1
 
-



議第７５号 

令和３年度天草市一般会計補正予算（第１５号） 

令和３年度天草市の一般会計補正予算（第１５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,268,535 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 61,977,529 千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
9
2
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

11 地方交付税 22,431,916 687,219 23,119,135

1 地方交付税 22,431,916 687,219 23,119,135

15 国庫支出金 11,497,756 377,067 11,874,823

2 国庫補助金 4,904,809 377,067 5,281,876

16 県支出金 4,572,194 1,080 4,573,274

2 県補助金 1,865,532 1,080 1,866,612

17 財産収入 91,883 46,667 138,550

1 財産運用収入 81,429 46,667 128,096

18 寄附金 1,600,000 200,000 1,800,000

1 寄附金 1,600,000 200,000 1,800,000

19 繰入金 1,394,092 △ 90 1,394,002

2 基金繰入金 1,394,092 △ 90 1,394,002

21 諸収入 685,975 13,592 699,567

5 雑入 678,765 13,592 692,357

22 市債 4,980,000 △ 57,000 4,923,000

1 市債 4,980,000 △ 57,000 4,923,000

13,455,178 13,455,178

60,708,994 1,268,535 61,977,529

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

-
 
9
3
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

2 総務費 11,636,093 554,002 12,190,095

1 総務管理費 10,893,317 549,464 11,442,781

4 戸籍住民基本台帳費 180,598 4,538 185,136

3 民生費 20,301,815 58,847 20,360,662

1 社会福祉費 6,470,258 42,458 6,512,716

4 生活保護費 1,538,572 7,222 1,545,794

5 災害救助費 2,600 9,167 11,767

4 衛生費 6,510,933 1,075 6,512,008

1 保健衛生費 1,492,464 1,075 1,493,539

5 農林水産業費 2,440,161 11,275 2,451,436

1 農業費 1,527,750 1,080 1,528,830

2 林業費 297,850 10,195 308,045

6 商工費 2,324,388 65,130 2,389,518

1 商工費 2,324,388 65,130 2,389,518

7 土木費 3,033,315 543,497 3,576,812

1 土木管理費 197,380 16,022 213,402

2 道路橋梁費 1,041,075 36,600 1,077,675

3 河川費 186,760 7,925 194,685

4 港湾費 96,571 23,450 120,021

5 都市計画費 1,205,455 459,500 1,664,955

-
 
9
4
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

9 教育費 3,654,413 34,709 3,689,122

2 小学校費 337,563 17,100 354,663

3 中学校費 253,909 12,600 266,509

7 社会教育費 694,458 5,009 699,467

10,807,876 10,807,876

60,708,994 1,268,535 61,977,529

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
9
5
 
-



第２表　繰越明許費補正

１　追　加 （単位：千円）

　2　総務費 　1　総務管理費 支所要望対応事業（御所浦支所） 9,020

　4　戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費事務経費 4,538

　3　民生費 　2　高齢者福祉費 公的介護施設等整備支援事業 15,460

　3　児童福祉費 私立保育園等整備事業 81,712

子育て世帯への臨時特別給付金支給事業 2,504

　5　農林水産業費 　1　農業費 農業委員会費事務経費 1,080

　3　水産業費 海岸堤防等老朽化対策事業 40,000

水産基盤整備事業 79,000

　6　商工費 　1　商工費 企業誘致促進事業 14,229

観光施設整備事業 20,000

　7　土木費 　1　土木管理費 宅地耐震化（変動予測調査）事業 18,000

　7　住宅費 廃屋及び空き家等対策事業 15,278

　8　消防費 　1　消防費 消防施設整備事業 10,000

　9　教育費 　2　小学校費 感染症対策事業（小学校） 17,100

　3　中学校費 感染症対策事業（中学校） 12,600

　6　学校給食費 本渡学校給食センター建設事業 6,857

款 項 事　　　業　　　名 金　額

-
 
9
6
 
-



２　変　更 （単位：千円）

金額 金額

　5　農林水産業費 　1　農業費 127,000 129,756

　7　土木費 　2　道路橋梁費 46,606 148,145

11,000 29,000

　5　都市計画費 407,285 824,920

189,260 223,040

農業水路等長寿命化・防災
減災事業

補正前に同じ

市道改良（交付金）事業 補正前に同じ

都市計画道路太田町水の平
線整備事業

補正前に同じ

市道改良（単独）事業 補正前に同じ

款 項
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

事　　　業　　　名 事　　　業　　　名

熊本天草幹線道路連絡街路
整備事業

補正前に同じ

-
 
9
7
 
-



第３表　地方債補正

１　変　更 （単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

宅地耐震化事業 4,000
証書借入
又は
証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合にはその債権者と
協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借換
えすることができ
る。

12,000
補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

道路橋梁整備事業 312,400 〃 〃 〃 327,300 〃 〃 〃

河川整備事業 80,700 〃 〃 〃 88,300 〃 〃 〃

港湾改修事業 57,400 〃 〃 〃 79,700 〃 〃 〃

街路整備事業 389,900 〃 〃 〃 594,700 〃 〃 〃

臨時財政対策債 1,147,900 〃 〃 〃 833,300 〃 〃 〃

起債の目的
補 正 前 補 正 後

-
 
9
8
 
-



議第７６号 

令和３年度天草市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

令和３年度天草市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 49,769 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 12,625,472 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
9
9
 
-



第１表　歳入歳出予算補正

歳　入 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

5 県支出金 9,595,335 49,769 9,645,104

1 県負担金・補助金 9,595,335 49,769 9,645,104

2,980,368 2,980,368

12,575,703 49,769 12,625,472

歳　出 (単位：千円)

款 項 補正前の額 補正額 計

9 諸支出金 14,566 49,769 64,335

1 償還金及び還付加算金 14,566 49,769 64,335

12,561,137 12,561,137

12,575,703 49,769 12,625,472

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 入 合 計

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 る 額

歳 出 合 計

-
 
1
0
0
 
-



議第７７号 

令和４年度天草市一般会計予算 

令和４年度天草市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５６，３２６，２１０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
0
1
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 市税 7,373,047

1 市民税 2,893,061

2 固定資産税 3,343,927

3 軽自動車税 291,122

4 市たばこ税 513,000

6 入湯税 26,000

7 都市計画税 305,937

2 地方譲与税 558,000

1 地方揮発油譲与税 122,000

2 自動車重量譲与税 352,000

3 森林環境譲与税 83,000

4 航空機燃料譲与税 1,000

3 利子割交付金 2,000

1 利子割交付金 2,000

4 配当割交付金 15,000

1 配当割交付金 15,000

5 株式等譲渡所得割交付金 19,000

1 株式等譲渡所得割交付金 19,000

6 法人事業税交付金 57,000

1 法人事業税交付金 57,000

7 地方消費税交付金 1,830,000

1 地方消費税交付金 1,830,000

-
 
1
0
2
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

8 ゴルフ場利用税交付金 8,000

1 ゴルフ場利用税交付金 8,000

9 環境性能割交付金 43,000

1 環境性能割交付金 43,000

10 地方特例交付金 25,000

1 地方特例交付金 25,000

11 地方交付税 22,510,000

1 地方交付税 22,510,000

12 交通安全対策特別交付金 6,000

1 交通安全対策特別交付金 6,000

13 分担金及び負担金 241,804

1 分担金 19,018

2 負担金 222,786

14 使用料及び手数料 644,327

1 使用料 462,535

2 手数料 181,792

15 国庫支出金 7,686,279

1 国庫負担金 5,699,448

2 国庫補助金 1,968,623

3 国庫委託金 18,208

-
 
1
0
3
 
-



歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

16 県支出金 3,860,980

1 県負担金 2,483,094

2 県補助金 1,178,876

3 県委託金 199,010

17 財産収入 122,747

1 財産運用収入 88,224

2 財産売払収入 34,523

18 寄附金 2,000,000

1 寄附金 2,000,000

19 繰入金 2,195,704

2 基金繰入金 2,195,704

20 繰越金 1

1 繰越金 1

21 諸収入 656,521

1 延滞金、加算金及び過料 3,528

2 市預金利子 46

3 貸付金元利収入 75,384

4 受託事業収入 3,250

5 雑入 574,313

22 市債 6,471,800

1 市債 6,471,800

56,326,210歳 入 合 計

-
 
1
0
4
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 議会費 271,792

1 議会費 271,792

2 総務費 11,352,549

1 総務管理費 10,617,148

2 徴税費 324,554

3 地籍調査費 48,719

4 戸籍住民基本台帳費 177,683

5 選挙費 118,537

6 統計調査費 23,195

7 監査委員費 42,713

3 民生費 17,231,893

1 社会福祉費 5,085,503

2 高齢者福祉費 4,498,824

3 児童福祉費 6,141,729

4 生活保護費 1,504,537

5 災害救助費 1,300

4 衛生費 6,316,559

1 保健衛生費 1,149,676

2 環境費 3,284,062

3 斎場費 129,659

4 水道費 551,706

5 病院費 1,083,203

6 看護専門学校費 118,253

-
 
1
0
5
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

5 農林水産業費 2,246,901

1 農業費 1,325,486

2 林業費 310,679

3 水産業費 610,736

6 商工費 2,164,488

1 商工費 2,164,488

7 土木費 3,120,324

1 土木管理費 186,404

2 道路橋梁費 940,346

3 河川費 272,768

4 港湾費 154,783

5 都市計画費 1,254,022

7 住宅費 312,001

8 消防費 1,942,253

1 消防費 1,942,253

9 教育費 4,573,360

1 教育総務費 1,052,569

2 小学校費 334,396

3 中学校費 386,355

4 幼稚園費 117,552

6 学校給食費 2,030,086

7 社会教育費 652,402

-
 
1
0
6
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

10 災害復旧費 49,710

1 農林水産施設災害復旧費 12,500

2 公共土木施設災害復旧費 37,210

11 公債費 7,026,381

1 公債費 7,026,381

13 予備費 30,000

1 予備費 30,000

56,326,210歳 出 合 計

-
 
1
0
7
 
-



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

スポーツ拠点施設整備事業 令和5年度 78,249

令和4年度農業経営安定資金利子等補給（新型コロナウイルス対策事業） 令和5年度～令和14年度 7,331

令和4年度漁業経営安定資金利子等補給（新型コロナウイルス対策事業） 令和5年度～令和14年度 16,336

令和4年度商工業設備投資資金利子補給 令和5年度～令和7年度 5,600

令和4年度中小企業・小規模事業者緊急支援資金利子補給 令和5年度～令和7年度 5,640

令和4年度起業創業支援資金利子補給 令和5年度～令和7年度 16,585

-
 
1
0
8
 
-



第３表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

公共交通対策事業 264,600

コミュニティセンター整備事業 40,700

体育施設整備事業 1,770,600

庁舎整備事業 126,800

普通財産施設整備事業 95,200

クリーンセンター整備事業 285,600

環境対策事業 10,000

農業農村整備事業 114,300

林道整備事業 25,000

治山事業 3,200

漁港施設整備事業 153,500

観光施設整備事業 800,500

住宅改修事業 90,000

道路橋梁整備事業 242,700

河川整備事業 133,900

港湾改修事業 88,700

街路整備事業 490,700

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

証書借入

又は

証券発行

-
 
1
0
9
 
-



（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

公園整備事業 7,600

消防防災施設整備事業 236,100

小学校施設整備事業 56,100

中学校施設整備事業 124,200

共同調理場施設整備事業 938,800

臨時財政対策債 373,000

計 6,471,800

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
1
1
0
 
-



議第７８号 

令和４年度天草市国民健康保険特別会計予算 

令和４年度天草市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １２，５３５，４５０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００

千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
1
1
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 国民健康保険税 1,574,167

1 国民健康保険税 1,574,167

2 使用料及び手数料 1,210

1 使用料 10

2 手数料 1,200

5 県支出金 9,902,384

1 県負担金・補助金 9,902,384

6 財産収入 899

1 財産運用収入 899

7 繰入金 1,043,318

1 一般会計繰入金 1,018,318

2 基金繰入金 25,000

8 繰越金 1

1 繰越金 1

9 諸収入 13,471

1 延滞金、加算金及び過料 4,100

2 預金利子 4

3 雑入 9,367

12,535,450歳 入 合 計

-
 
1
1
2
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 143,771

1 総務管理費 125,266

2 徴税費 8,309

3 運営協議会費 518

4 国民健康保険特別対策事業費 9,678

2 保険給付費 9,543,072

1 療養諸費 8,189,720

2 高額療養費 1,329,812

3 移送費 300

4 出産育児諸費 19,740

5 葬祭諸費 3,400

6 傷病手当金 100

3 国民健康保険事業費納付金 2,680,255

1 医療給付費分 1,924,569

2 後期高齢者支援金等分 536,218

3 介護納付金分 219,468

4 共同事業拠出金 5

1 共同事業拠出金 5

6 保健事業費 136,347

1 保健事業費 11,766

2 特定健康診査等事業費 101,943

3 総合保健施設事業費 22,638

-
 
1
1
3
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

7 基金積立金 899

1 基金積立金 899

9 諸支出金 11,101

1 償還金及び還付加算金 10,001

2 繰出金 1,100

10 予備費 20,000

1 予備費 20,000

12,535,450歳 出 合 計

-
 
1
1
4
 
-



議第７９号 

令和４年度天草市介護保険特別会計予算 

令和４年度天草市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １１，８２０，０１３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、

「第２表 債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
1
5
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 保険料 1,801,326

1 介護保険料 1,801,326

2 使用料及び手数料 200

1 手数料 200

3 国庫支出金 3,232,107

1 国庫負担金 1,966,078

2 国庫補助金 1,266,029

4 支払基金交付金 3,049,632

1 支払基金交付金 3,049,632

5 県支出金 1,685,886

1 県負担金 1,597,806

2 県補助金 88,080

6 財産収入 500

1 財産運用収入 500

7 繰入金 2,049,893

1 一般会計繰入金 1,891,893

2 基金繰入金 158,000

8 繰越金 1

1 繰越金 1

9 諸収入 468

1 延滞金、加算金及び過料 120

2 預金利子 1

3 雑入 347

11,820,013歳 入 合 計

-
 
1
1
6
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 246,679

1 総務管理費 146,566

2 徴収費 4,765

3 介護認定審査会費 91,114

4 趣旨普及費 424

5 計画策定委員会費 3,810

2 保険給付費 10,965,800

1 介護サービス等諸費 9,884,500

2 介護予防サービス等諸費 328,100

3 その他諸費 10,000

4 高額介護サービス等費 253,000

5 高額医療合算介護サービス等費 41,000

6 特定入所者介護サービス等費 449,200

5 地域支援事業費 572,972

1 介護予防・日常生活支援総合事業費 329,136

2 包括的支援事業・任意事業費 243,836

6 基金積立金 500

1 基金積立金 500

7 公債費 500

1 公債費 500

8 諸支出金 3,001

1 償還金及び還付加算金 3,001

-
 
1
1
7
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

9 予備費 30,561

1 予備費 30,561

11,820,013歳 出 合 計

-
 
1
1
8
 
-



第２表　債務負担行為

（単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

天草市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定業務委託料 令和5年度 3,597

-
 
1
1
9
 
-



議第８０号 

令和４年度天草市後期高齢者医療特別会計予算 

令和４年度天草市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，４６１，８０２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
2
0
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 後期高齢者医療保険料 898,175

1 後期高齢者医療保険料 898,175

2 使用料及び手数料 125

1 手数料 125

4 繰入金 503,954

1 一般会計繰入金 503,954

5 繰越金 1

1 繰越金 1

6 諸収入 59,547

1 延滞金、加算金及び過料 34

2 預金利子 1

3 償還金及び還付加算金 1,000

4 雑入 58,512

1,461,802歳 入 合 計

-
 
1
2
1
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 43,450

1 総務管理費 41,596

2 徴収費 1,854

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,373,171

1 熊本県後期高齢者医療広域連合納付金 1,373,171

3 保健事業費 43,681

1 保健事業費 43,681

4 諸支出金 1,000

1 償還金及び還付加算金 1,000

5 予備費 500

1 予備費 500

1,461,802歳 出 合 計

-
 
1
2
2
 
-



議第８１号 

令和４年度天草市浄化槽市町村整備推進事業特別会計予算 

令和４年度天草市の浄化槽市町村整備推進事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １１８，８９８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００千円と定

める。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
2
3
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

2 使用料及び手数料 59,886

1 使用料 59,886

6 繰入金 59,011

1 一般会計繰入金 59,011

7 繰越金 1

1 繰越金 1

118,898

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 浄化槽市町村整備推進事業費 99,640

1 浄化槽市町村整備推進事業費 99,640

3 公債費 18,258

1 公債費 18,258

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

118,898

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
2
4
 
-



議第８２号 

令和４年度天草市国民健康保険診療施設特別会計予算 

令和４年度天草市の国民健康保険診療施設特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ３４３，０６６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の

方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
2
5
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 診療収入 101,244

1 診療収入 101,244

2 使用料及び手数料 715

1 手数料 715

3 国庫支出金 1,287

1 国庫補助金 1,287

5 財産収入 177

1 財産運用収入 176

2 財産売払収入 1

6 繰入金 169,942

1 一般会計繰入金 169,942

7 繰越金 1

1 繰越金 1

8 諸収入 8,900

1 諸収入 8,900

9 市債 60,800

1 市債 60,800

343,066歳 入 合 計

-
 
1
2
6
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務管理費 249,790

1 総務管理費 249,790

2 医業費 44,970

1 医業費 44,970

3 基金積立金 1

1 基金積立金 1

4 公債費 47,705

1 公債費 47,705

5 予備費 600

1 予備費 600

343,066歳 出 合 計

-
 
1
2
7
 
-



第２表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

国民健康保険診療施設整備事業 60,800

証書借入

又は

証券発行

　５．０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができ
る。

-
 
1
2
8
 
-



議第８３号 

令和４年度天草市斎場事業特別会計予算 

令和４年度天草市の斎場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １３８，１９３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，０００千円と

定める。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
2
9
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 使用料及び手数料 8,510

1 使用料 8,510

2 財産収入 22

1 財産運用収入 22

3 繰入金 129,659

1 繰入金 129,659

4 繰越金 1

1 繰越金 1

5 諸収入 1

2 雑入 1

138,193歳 入 合 計

-
 
1
3
0
 
-



歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 斎場事業費 59,288

1 斎場事業費 59,288

2 公債費 76,905

1 公債費 76,905

3 予備費 2,000

1 予備費 2,000

138,193歳 出 合 計

-
 
1
3
1
 
-



議第８４号 

令和４年度天草市一町田財産区特別会計予算 

令和４年度天草市の一町田財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １２，５９２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

令和４年１月３１日提出 

          天草市一町田財産区管理者   

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
3
2
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 財産収入 76

1 財産運用収入 74

2 財産売払収入 2

2 繰越金 12,514

1 繰越金 12,514

3 諸収入 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

12,592

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 1,345

1 総務管理費 1,345

2 予備費 11,247

1 予備費 11,247

12,592

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
3
3
 
-



議第８５号 

令和４年度天草市新合財産区特別会計予算 

令和４年度天草市の新合財産区特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，２９１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

令和４年１月３１日提出 

天草市新合財産区管理者  

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
3
4
 
-



第１表　歳入歳出予算

歳　入 (単位：千円)

款 項 金 額

1 財産収入 2

1 財産売払収入 2

2 繰越金 1,287

1 繰越金 1,287

3 諸収入 2

1 預金利子 1

2 雑入 1

1,291

歳　出 (単位：千円)

款 項 金 額

1 総務費 332

1 総務管理費 332

2 予備費 959

1 予備費 959

1,291

歳 入 合 計

歳 出 合 計

-
 
1
3
5
 
-



議第８６号 

令和４年度天草市病院事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和４年度天草市の病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）病床数                                            258 床 

一般病床                                          165 床 

療養病床                                           73 床 

結核病床                                           20 床 

  （２）延患者数                                         218,926 人 

入院患者数  一般病床                                                             54,750 人 

療養病床                                                             25,915 人 

結核病床                                  2,190 人 

外来患者数  一般外来                                 128,627 人 

介護サービス                   7,444 人 

-
 
1
3
6
 
-



（３）一日平均患者数                                        691 人 

入院患者数  一般病床                                                                150 人 

療養病床                                                                 71 人 

結核病床                                    6 人 

   外来患者数  一般外来                                                                   439  人 

介護サービス               25 人 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 病院事業収益            4,122,656 千円 

  第１項 医業収益            3,401,058 千円 

  第２項 医業外収益             721,586 千円 

  第３項 特別利益                12 千円 

支    出 

 第１款 病院事業費用             4,034,089 千円 

第１項 医業費用            3,973,732 千円 

第２項 医業外費用               59,549 千円 

第３項 特別損失                8 千円 

第４項 予備費             800 千円 

-
 
1
3
7
 
-



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 303,379 千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,964 千円、 過年度分損益勘定留保資金 301,415 千円で補てんするものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入              448,490 千円 

  第１項 企業債                297,600 千円 

  第２項 他会計負担金             134,711 千円 

  第３項 他会計補助金                 1,100 千円 

  第４項 県補助金                15,079 千円 

支    出 

 第１款 資本的支出              751,869 千円 

  第１項 建設改良費              432,011 千円 

  第２項 企業債償還金             319,858 千円 

（企業債） 

第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

-
 
1
3
8
 
-



起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

病院施設整備事業及び

医療機器整備事業
297,600 千円

証書借入 

又は 

証券発行 

５．０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金に

ついて、利率の見直しを

行った後においては、当

該見直し後の利率） 

 政府資金についてはその融資条件により、

銀行その他の場合にはその債権者と協定す

るものによる。ただし、市財政の都合により

据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償

還もしくは低利に借換えすることができる。

（一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は、300,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）収益的支出における医業費用・医業外費用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                      2,705,242 千円 

（２）交 際 費                                        627 千円 

-
 
1
3
9
 
-



（他会計からの補助金） 

第９条  一般会計及び国民健康保険特別会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

病院事業収益 医業外収益 18,150 千円 研究研修費、児童手当等に要する経費等の一部を補助するため（一

般会計） 

資本的収入 他会計補助金 1,100 千円 国保直診施設が行う医療機器整備事業を補助するため（国民健康保

険特別会計） 

合計 19,250 千円

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、372,884 千円と定める。 

（重要な資産の取得） 

第１１条  重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

                    種  類             名  称                数 量 

   取得する資産           医療機器         デジタルＸ線ＴＶシステム             一式 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
4
0
 
-



議第８７号 

令和４年度天草市水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和４年度天草市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

  （１）給水戸数            31,184 戸 

  （２）年間総給水量                  7,998,733  

  （３）一日平均給水量           21,914  

  （４）主要な建設改良事業 

ア 管路整備事業          351,935 千円 

イ 施設整備事業          160,350 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 事業収益             2,331,084 千円 

  第１項 営業収益                1,861,392 千円 

  第２項 営業外収益           469,682 千円 

  第３項 特別利益                10 千円 

-
 
1
4
1
 
-



支    出 

 第１款 事業費                2,249,405 千円 

第１項 営業費用                2,099,595 千円 

第２項 営業外費用           148,970 千円 

第３項 特別損失               640 千円 

第４項 予備費               200 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，１９４，８４９千円は

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６２，８２８千円及び過年度分損益勘定留保資金１，１３２，０２１千円で補てんする

ものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入           384,236 千円 

 第１項 企業債                                          151,000 千円 

  第２項 出資金           222,886 千円 

  第３項 工事負担金            10,350 千円 

支    出 

 第１款 資本的支出                1,579,085 千円 

  第１項 建設改良費           728,035 千円 

  第２項 企業債償還金          851,050 千円 

-
 
1
4
2
 
-



 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良事業 151,000 千円

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0％以内 
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率） 

 政府資金についてはその融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するも
のによる。ただし、市財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができる。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                          150,738 千円 

（他会計からの補助金） 

第８条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

事業収益 営業外収益 268,820 千円 水道事業会計の経営基盤確立のため。 

-
 
1
4
3
 
-



（たな卸資産購入限度額） 

第９条  たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。 

令和４年１月３１日提出 

天草市長 馬場 昭治   

-
 
1
4
4
 
-



議第８８号 

令和４年度天草市下水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条 令和４年度天草市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）処理戸数                                            13,022 戸 

 （２）年間総処理水量                                       4,273,500  

 （３）一日平均処理水量                                        11,708  

 （４）主要な建設改良事業 

ア 管渠建設改良事業                                      133,033 千円 

イ ポンプ場建設改良事業                                    182,373 千円 

ウ 処理場建設改良事業                                     295,538 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

-
 
1
4
5
 
-



収    入 

第１款 事業収益                                         1,875,275 千円 

第１項 営業収益                                         826,276 千円 

第２項 営業外収益                                       1,045,970 千円 

第３項 特別利益                                          3,029 千円 

支    出 

 第１款 事業費                                          1,834,034 千円 

  第１項 営業費用                                        1,734,182 千円 

  第２項 営業外費用                                        91,093 千円 

  第３項 特別損失                                          7,759 千円 

  第４項 予備費                                           1,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６２９，０９１千円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２９，６０２千円、 過年度分損益勘定留保資金３５７，４０６千円、 当年度分損益勘定

留保資金２４２，０８３千円で補てんするものとする。）。 

収    入 

第１款 資本的収入                                        594,483 千円 

第１項 企業債                                         298,300 千円 

第２項 補助金                                         263,400 千円 

-
 
1
4
6
 
-



  第３項 受益者負担金及び分担金                                  11,013 千円 

  第４項 工事負担金                                        21,770 千円 

支    出 

第１款 資本的支出                                       1,223,574 千円 

  第１項 建設改良費                                       611,501 千円 

  第２項 企業債償還金                                      610,861 千円 

  第３項 返還金                                          1,212 千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく利子補給

（令和４年度） 

令和５年度～令和９年度 551 千円

年度別内訳 

     令和５年度 

     令和６年度 

     令和７年度 

     令和８年度 

     令和９年度 

196 千円

152 千円

111 千円

68 千円

24 千円

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく損失補償
金融機関が補償の履行日とし

て指定する期間 

天草市水洗便所等改造資金の利子補

給等規程に基づき改造工事を行う者

-
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-



に対し、金融機関が１箇所（世帯）に

つき 700 千円以内で貸付けた融資総

額の 50％を限度に損失補償 

（企業債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良事業 298,300 千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利

率の見直しを行った後にお

いては、当該見直し後の利

率） 

 政府資金についてはその融資条件に

より、銀行その他の場合にはその債権者

と協定するものによる。ただし、市財政

の都合により据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借

換えすることができる。 

 （一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

-
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-



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                           104,639 千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。 

款 項 金額 理由 

事業収益 

資本的収入 

営業外収益 

補助金 

539,622 千円 

 61,580 千円 
 下水道事業会計の経営基盤確立のため。 

令和４年１月３１日提出  

天草市長 馬場 昭治   
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